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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも樹脂微粒子と着色剤微粒子とを含む混合液中で、少なくとも前記樹脂微粒子
と前記着色剤粒子とを含む凝集粒子を形成した後、前記凝集粒子を加熱して融合させるこ
とにより得られるトナー粒子を有する非磁性トナーであって、
　前記非磁性トナーは離型剤を含有し、
　前記非磁性トナーの融解エンタルピーΔＨが５．０Ｊ／ｇ以上２０．０Ｊ／ｇ以下であ
り、
　前記非磁性トナーの２０～１００℃における比熱の積分値が６０．０Ｊ／ｇ以上１２０
．０Ｊ／ｇ以下であり、
　前記非磁性トナーの２０～１００℃における比熱の最大値と最小値の差分が０．５Ｊ／
ｇＫ以上４．０Ｊ／ｇＫ以下であり、
　前記トナー粒子のフロー式粒子像測定装置で測定される個数基準の粒径における、１０
％粒径乃至９０％粒径の粒子群の平均円形度をＲ１、９０％粒径以上の粒子群の平均円形
度をＲ２としたとき、
　　０．９３０≦Ｒ１≦０．９６５
　　０．９７０≦Ｒ２≦０．９９０
の関係式を満たすことを特徴とする非磁性トナー。
【請求項２】
　示差走査熱量（ＤＳＣ）測定における最大吸熱ピーク温度が７０℃以上１００℃以下で
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あることを特徴とする請求項１に記載の非磁性トナー。
【請求項３】
　前記トナー粒子は離型剤として炭化水素ワックスを含有することを特徴とする請求項１
又は２に記載の非磁性トナー。
【請求項４】
　前記離型剤の含有量は、前記トナー中の結着樹脂１００質量部に対して０．５質量部以
上２０．０質量部以下であることを特徴とする請求項３に記載の非磁性トナー。
【請求項５】
　非磁性一成分現像方式を用いた画像形成方法であって、前記画像形成方法は、外部より
帯電部材に電圧を印加し、静電潜像担持体に帯電を行う帯電工程；帯電された静電潜像担
持体に静電潜像を形成する潜像形成工程；トナー規制部材によってトナー担持体上のトナ
ー層が規制されるトナー層形成工程；トナー担持体の表面に担持されているトナー層が静
電潜像を現像してトナー像を静電潜像担持体上に形成する現像工程；トナー像を中間転写
体を介して、あるいは介さずに転写材に転写する転写工程；転写材上のトナー像を定着す
る定着工程を少なくとも有する画像形成方法であり、
　前記トナーが請求項１乃至４のいずれか１項に記載の非磁性トナーであることを特徴と
する画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真法、静電記録法等を利用した記録方法に用いられるトナーに関するも
のである。また、本発明は、電子写真法、静電記録法等を利用した画像形成方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式の画像形成装置においては、懸濁重合法、乳化凝集法等の重合法によって
得られたトナーが好適に用いられている。中でも乳化凝集法は、トナー粒子表面に適度な
凹凸を保持させつつ帯電特性を均一にすることが他方法に比べ容易であるため、好適に用
いられる。
【０００３】
　本発明者らは乳化凝集法によって得られたトナー（以下凝集トナーと記す）を用い、以
下に示すような画像パターン群を印字し評価したところ、透過濃度測定による画像濃度安
定性について好適な結果を得た。具体的には、連続してベタ黒画像（印字可能な領域に全
てトナー像を形成した画像）を印字した直後のハーフトーン画像の透過濃度と、連続して
ベタ白画像（印字可能な領域にトナー像を形成しない画像）を印字した直後のハーフトー
ン画像の透過濃度がほぼ等しい（各々５箇所について測定した、計１０箇所における最大
濃度と最小濃度の差分が０．０５以下）結果が得られた。これは、凝集トナーはその形状
のために搬送性が高く、急激な画像濃度変化への追随性が良好であるためであると考えら
れる。
【０００４】
　しかしながら本発明者らが詳細な検討を加えた結果、上記ハーフトーン画像の反射濃度
にばらつきが発生していることが明らかとなった。具体的には、連続してベタ黒画像を印
字した直後のハーフトーン画像の反射濃度および、連続してベタ白画像を印字した直後の
ハーフトーン画像の反射濃度がばらつく（各々５箇所について測定した、計１０箇所にお
ける最大濃度と最小濃度の差分が０．１０以上）結果が得られた。本発明者らが更なる検
討を加えた結果、この反射濃度のばらつきは画像の光沢度（グロス値）が影響しているこ
とが明らかとなった。この理由については明らかではないが、定着時にトナーに与えられ
る熱量が変動することが原因であろうと推察される。すなわち、定着装置にはトナーおよ
び転写材の比熱に応じた消費熱量が随時供給されることで、定着温度が保持されている。
ここで、ベタ黒画像直後の定着温度は高めに推移（オーバーシュート）あるいは低めに推
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移（消費熱量のフィードバック不良）し、ばらつきがちなのに対して、ベタ白画像直後の
定着温度は比較的安定して推移し易い。この定着温度のばらつきがハーフトーン画像の光
沢度、ひいては反射濃度のばらつきに影響を与えているものと思われる。このばらつきは
金属製ドラム等の熱容量の大きい定着部材を用いる場合よりも、ベルト、フィルム等の熱
容量の小さい定着部材を用いる場合に顕著に表れる。
【０００５】
　このような定着温度のばらつきにもよらず、安定した反射濃度画像を得るためには、ト
ナーの比熱を好適な範疇に定めることが有効であると思われる（例えば特許文献１）。ま
たあるいは、トナー結着樹脂に相溶する離型剤を適量使用することで、結果としてトナー
比熱を好適な範疇に定めることも有効であると思われる（例えば特許文献２）。しかしな
がら、本発明者らが特許文献１および２に示されたトナーを用いて検討を行った結果、長
期に渡って安定した反射濃度画像を得ることは出来なかった。
【０００６】
【特許文献１】特開平１１－３０５４７６公報
【特許文献２】特開２００３－５７８６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　よって、本出願に係る発明の目的は、凝集トナーを用いて長期に渡る評価試験を行った
場合においても、透過濃度および反射濃度が安定したハーフトーン画像が得られるトナー
を提供することにある。
【０００８】
　また、本発明に係る発明の目的は、凝集トナーを用いて長期に渡る評価試験を行った場
合においても、透過濃度および反射濃度が安定したハーフトーン画像が得られる画像形成
方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するため、発明は以下の特徴を有する。
【００１０】
　すなわち、少なくとも樹脂微粒子と着色剤微粒子とを含む混合液中で、少なくとも前記
樹脂微粒子と前記着色剤粒子とを含む凝集粒子を形成した後、前記凝集粒子を加熱して融
合させることにより得られるトナー粒子を有する非磁性トナーであって、
　前記非磁性トナーは離型剤を含有し、
　前記非磁性トナーの融解エンタルピーΔＨが５．０Ｊ／ｇ以上２０．０Ｊ／ｇ以下であ
り、
　前記非磁性トナーの２０～１００℃における比熱の積分値が６０．０Ｊ／ｇ以上１２０
．０Ｊ／ｇ以下であり、
　前記非磁性トナーの２０～１００℃における比熱の最大値と最小値の差分が０．５Ｊ／
ｇＫ以上４．０Ｊ／ｇＫ以下であり、
　前記トナー粒子のフロー式粒子像測定装置で測定される個数基準の粒径における、１０
％粒径乃至９０％粒径の粒子群の平均円形度をＲ１、９０％粒径以上の粒子群の平均円形
度をＲ２としたとき、
　　０．９３０≦Ｒ１≦０．９６５
　　０．９７０≦Ｒ２≦０．９９０
の関係式を満たすことを特徴とする非磁性トナーであることが、本発明に係る特徴である
。
【００１１】
　また、本発明の画像形成方法は、非磁性一成分現像方式を用いた画像形成方法であって
、外部より帯電部材に電圧を印加し、静電潜像担持体に帯電を行う帯電工程；帯電された
静電潜像担持体に静電潜像を形成する潜像形成工程；トナー規制部材によってトナー担持
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体上のトナー層が規制されるトナー層形成工程；トナー担持体の表面に担持されているト
ナー層が静電潜像を現像してトナー像を静電潜像担持体上に形成する現像工程；トナー像
を中間転写体を介して、あるいは介さずに転写材に転写する転写工程；転写材上のトナー
像を定着する定着工程を少なくとも有する画像形成方法であり、上記構成の非磁性トナー
を用いることが特徴である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、凝集トナーを用いて長期に渡る評価試験を行った場合においても、透
過濃度および反射濃度が安定したハーフトーン画像を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明が上述の効果を達成する詳細な理由については不明であるが、以下のようなもの
であると推察される。
【００１４】
　定着装置より供給される熱量が多少変化してもトナー画像が安定した反射濃度を維持す
るためには、トナーの比熱を従来のものよりも小として速やかに溶融させることに加え、
　トナー比熱の変化幅、および熱容量の大きい大粒径トナーの形状について定めることが
必要である。本発明者らは鋭意検討の結果、これらの物性を好適な範囲に定めることで目
的が達成されることを見いだし、本発明に至ったものである。以下、順次詳細について述
べる。
【００１５】
　まず本発明においては、トナーの融解エンタルピーΔＨが５．０Ｊ／ｇ以上２０．０Ｊ
／ｇ以下であることが必要である。ΔＨは、離型剤の添加量および結着樹脂中への分散状
態によって定まる値であり、これを好適な値とすることで現像安定性、画像濃度安定性を
両立させたトナーとすることができる。ΔＨが５．０Ｊ／ｇ未満である場合には、定着装
置の軽微な温度変化が鋭敏に反映された画像となるため、安定した反射濃度画像が得られ
ない。一方ΔＨが２０．０Ｊ／ｇを超える場合には現像安定性に問題が生じ、安定した透
過濃度画像が得られない。
【００１６】
　次いで本発明においては、該トナーの２０～１００℃における比熱の積分値が６０．０
Ｊ／ｇ以上１２０．０Ｊ／ｇ以下であることが必要である。前述のΔＨはトナー中に分散
された離型剤が溶融するのに必要な熱量を示しているのに対して、２０～１００℃におけ
る比熱の積分値はバインダー部も含めた熱容量であり、トナー全体が溶融変形するために
必要な熱量を表している。２０～１００℃の比熱の積分値と、定着画像の反射濃度安定性
および透過濃度安定性との間に良い相関関係があることを見いだしたことが本発明の大き
な特徴のひとつであり、この点で従来技術とは内容を異にするものである。積分値が６０
．０Ｊ／ｇ未満である場合には少量の熱量でも昇温および変形しやすい、すなわち耐久安
定性に劣るトナーとなり、長期に渡って安定した画像が得られない。一方、積分値が１２
０．０Ｊ／ｇを超える場合には、定着工程時に全てのトナーについて十分な熱量を付与す
ることが出来ず、安定した透過濃度画像が得られない。
【００１７】
　また、２０～１００℃における比熱の最大値と最小値の差分が０．５Ｊ／ｇＫ以上４．
０Ｊ／ｇＫ以下であることが必要である。通常、転写材上のトナー層は単一ではなく、複
層である。最上層のトナー（定着熱源に最も近いトナー）の比熱の大小は、下層のトナー
の定着性に影響を与えており、特にトナーの溶け始め（１００℃以下）の領域での比熱の
変動を小さくすることが、反射濃度の安定性には重要である。差分が０．５Ｊ／ｇＫ未満
である場合には、比熱の変動という観点からは好ましいトナーであるが、離型剤の添加効
果が好適に出現しないトナーとなるため、定着部材にトナーが付着する、いわゆるオフセ
ットを防止することが出来ない。その結果、オフセット部に対応する形で転写材上のトナ
ー載り量が減少し、透過濃度および反射濃度の双方において濃度のばらつきが発生する。
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一方、差分が４．０Ｊ／ｇＫを超える場合には、定着装置の軽微な温度変化が鋭敏に反映
された画像となる。具体的には、連続してベタ黒画像を印字した直後のハーフトーン画像
の反射濃度のばらつきが大きくなり、反射濃度安定性に劣るトナーとなる。
【００１８】
　なお、本発明における比熱の測定には、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製「Ｑ－１０
００」を用い、Ｍｏｄｕｌａｔｅｄ　ＤＳＣ（モジュレイテッドＤＳＣ）モードにて測定
を行った。装置検出部の補正にはサファイヤを用いた。サンプルはアルミニウム製パンを
用い対照用に空パンをセットし、モジュレイション温度振幅±１．０００℃、モジュレイ
ション周期６０．００秒、昇温速度２．００℃／ｍｉｎ．で１０℃～１２０℃の温度範囲
で測定を行った。また、２０℃以上１℃刻みで１００℃までの比熱を求め、それらの総和
をもって比熱の積分値とした。
【００１９】
　また、ΔＨの測定には、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製「Ｑ－１０００」を用い、
Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎａｌ　ＤＳＣ（通常のＤＳＣ）モードにて測定を行った。装置検出
部の補正にはインジウムを用いた。サンプルはアルミニウム製パンを用い対照用に空パン
をセットし、昇温速度１０．００℃／ｍｉｎ．で測定を行った。
【００２０】
　さらに本発明においては、該トナー粒子のフロー式粒子像測定装置で測定される個数基
準の粒径における、１０％粒径乃至９０％粒径の粒子群の平均円形度をＲ１、９０％粒径
以上の粒子群の平均円形度をＲ２としたとき、
　　　０．９３０≦Ｒ１≦０．９６５
　　　０．９７０≦Ｒ２≦０．９９０
の関係式を満たすことが必要である。前述したように凝集トナーは、トナー粒子表面に適
度な凹凸を保持させつつ帯電特性を均一にすることが他方法に比べ容易であるため好適に
用いられているが、定着画像の濃度安定性という観点からは問題があった。本発明の他の
大きな特徴の一つは、Ｒ１をある数値範囲に定めつつ、Ｒ２をそれよりも大きい数値範囲
とすることで、透過濃度および反射濃度が安定したハーフトーン画像が得られるのを見い
だしたことであり、この点で従来技術とは内容を異にするものである。
【００２１】
　Ｒ２、すなわち大粒径トナーの円形度を大きくするとハーフトーン画像の濃度安定性が
向上する理由について、その詳細は不明であるが、以下のようなものであると推察される
。
【００２２】
　大粒径のトナーは比熱が大きく、定着画像における被覆率も大きい。よって大粒径トナ
ーを如何に安定して同じ状態で転写材上に定着させるかが、ハーフトーン画像の濃度安定
性については重要となる。このとき形状が歪なトナー（Ｒ２が０．９７０未満）だと、定
着部材より受ける放射熱量（定着部材より見たトナーの投影面積に比例する）がばらつく
ため、透過濃度がばらつく。一方、形状が球に近づくと、定着部材より受ける放射熱量が
一定となるため、濃度安定性が向上するものと思われる。なお、Ｒ２が０．９９０を超え
る場合には濃度安定性については問題ないものの、転写残トナーのクリーニング性に劣る
ものとなり、長期に渡る使用において安定したハーフトーン画像を現像することが困難と
なるため好ましくない。
【００２３】
　Ｒ１が０．９３０未満である場合には帯電特性均一性が失われるため、安定した透過画
像濃度を得ることができず好ましくない。Ｒ１が０．９６５を超える場合にはトナーの搬
送性が低下し、急激な画像濃度変化への追随性が劣るため好ましくない。具体的には、連
続してベタ黒画像を印字した直後のハーフトーン画像の反射濃度と、連続してベタ白画像
を印字した直後のハーフトーン画像の反射濃度が異なり、好ましくない。
【００２４】
　なお、本発明におけるトナー粒径、Ｒ１およびＲ２を求める方法は以下のとおりである
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。
【００２５】
　本発明における平均円形度は、粒子の形状を定量的に表現する簡便な方法として用いた
ものであり、本発明ではシスメックス株式会社製フロー式粒子像分析装置「ＦＰＩＡ－２
１００」を用いて測定を行い、０．６μｍ以上の円相当径の粒子群について測定された各
粒子の円径度（ａi）を下式（１）によりそれぞれもとめ、さらに下式（２）で示すよう
に測定された全粒子の円形度の総和を、全粒子数（ｍ）で除した値を平均円形度（ａ）と
定義した。
【００２６】
【数１】

【００２７】
　なお、本発明で用いている測定装置である「ＦＰＩＡ－２１００」は、各粒子の円形度
を算出後、平均円形度の算出に当たって、粒子を得られた円形度によって、円形度０．４
０～１．００を６１分割したクラスに分け、分割点の中心値と頻度を用いて平均円形度の
算出を行う算出を行う算出法を用いている。しかしながら、この算出法で算出される平均
円形度の値と上述した各粒子の円形度を直接用いる算出式より求められる平均円形度の誤
差は、非常に少なく、実質的に無視出来る程度のものである。そのため、本発明において
は、算出時間の短縮化や算出演算式の簡略化の如きデータの取り扱い上の理由で、上述し
た各粒子の円形度を直接用いる算出式の概念を利用し、一部変更したこのような算出式を
用いても良い。
【００２８】
　測定手段としては以下の通りである。界面活性剤を約０．１ｍｇ溶解している水１０ｍ
ｌにトナー５ｍｇを分散させて分散液を調製し、超音波（２０ｋＨｚ、５０Ｗ）を分散液
に５分間照射し、分散液濃度を５０００～２万個／μｌとして前記装置により測定を行い
、３μｍ以上の円相当径の粒子群の平均円形度を求める。
【００２９】
　本発明における平均円形度とは、現像剤の凹凸の度合いの指標であり、現像剤が完全な
球形の場合１．０００を示し、表面形状が複雑になるほど円形度は小さな値となる。
【００３０】
　また、個数基準の粒径における１０％粒径乃至９０％粒径については、上述の方法にて
調整された試料を「ＦＰＩＡ－２１００」を用いて測定し、０．０６μｍ以上５０μｍ以
下の粒子について粒径の小さいものから順次並び替え、測定粒子数の１０％に相当する順
位の粒径を１０％粒径、９０％に相当する順位の粒径を９０％粒径とした。
【００３１】
　次に、本発明のトナーの好ましい態様について、順に説明する。
【００３２】
　本発明においては、示差走査熱量（ＤＳＣ）における最大吸熱ピーク温度が７０℃以上
１００℃以下であることが好ましい。ここで示されるピーク温度は、添加した離型剤に由
来するものである。最大吸熱ピークが７０℃未満である場合には、長期に渡る使用に伴い
部材汚染が進行し易く、均一なハーフトーン画像を現像することが困難となるため好まし
くない。一方、最大吸熱ピークが１００℃を超える場合には、定着工程時において離型効
果を好適に出現させることが困難となるため好ましくない。
【００３３】
　なお、本発明においての示差熱分析測定には、ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製「Ｑ
－１０００」を用い、Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎａｌ　ＤＳＣ（通常のＤＳＣ）モードにて測
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定を行った。装置検出部の補正にはインジウムを用いた。サンプルはアルミニウム製パン
を用い対照用に空パンをセットし、昇温速度１０．００℃／ｍｉｎ．で測定を行った。
【００３４】
　次いで、トナーの製造方法について説明する。
【００３５】
　本発明のトナー母体の製造方法としては、重合体微粒子、着色剤微粒子及び離型剤微粒
子を含む水性分散液に、ｐＨ調整剤、凝集剤及び安定剤等を添加し前記微粒子を複数個凝
集し、凝集粒子を熱融着させる方法を好適に用いることができる。
【００３６】
　このトナーの製造方法において、凝集工程では、前記混合液中に均一に分散する樹脂粒
子、着色剤粒子または離型剤微粒子等が凝集し、凝集粒子が形成される。また、熱融着工
程では、前記凝集粒子中の樹脂が溶融し、融着し、トナー粒子が形成される。
【００３７】
　以下に、本発明のトナーの製造方法について詳細に説明する。
【００３８】
　前記樹脂粒子分散液は、少なくとも樹脂粒子を分散剤中に分散させてなるものである。
前記樹脂としては、例えば熱可塑性結着樹脂などが挙げられ、具体的には、スチレン、パ
ラクロロスチレン、α－メチルスチレン等のスチレン類の単独重合体又は共重合体（スチ
レン系樹脂）；アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ｎ－プロピル、アクリ
ル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ラウリル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸メ
チル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ラウリル、メタク
リル酸２－エチルヘキシル等のビニル基を有するエステル類の単独重合体又は共重合体（
ビニル系樹脂）；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のビニルニトリル類の単独重
合体又は共重合体（ビニル系樹脂）；ビニルメチルエーテル、ビニルイソブチルエーテル
等のビニルエーテル類の単独重合体又は共重合体（ビニル系樹脂）；ビニルメチルケトン
、ビニルエチルケトン、ビニルイソプロペニルケトン等のビニルケトン類の単独重合体又
は共重合体（ビニル系樹脂）；エチレン、プロピレン、ブタジエン、イソプレン等のオレ
フィン類の単独重合体又は共重合体（オレフィン系樹脂）；エポキシ樹脂、ポリエステル
樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、セルロース樹脂、ポリエーテル樹脂等の非ビ
ニル縮合系樹脂、及びこれらの非ビニル縮合系樹脂とビニル系モノマーとのグラフト重合
体などが挙げられる。これらの樹脂は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用し
てもよい。
【００３９】
　これらの樹脂の中でも帯電量の変化の少ないスチレン系樹脂が特に好ましい。具体的に
はスチレン系樹脂を結着樹脂成分のうち５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上
とすることで、帯電安定性に優れたトナーとすることができる。
【００４０】
　さらに、この時、分子量を調節するために、連鎖移動剤、架橋剤等を併用することもで
きる。
【００４１】
　例えば、連鎖移動剤としては、特に限定されるものではなく例えばオクチルメルカプタ
ン、ドデシルメルカプタン、ｔｅｒｔ－ドデシルメルカプタン等のメルカプタン、四臭化
炭素等のハロゲン化合物、ジスルフィド類等が使用される。
【００４２】
　更に、架橋剤としては、ジビニルベンゼン、ジビニルナフタレン、ジビニルエーテル、
ジエチレングリコールメタクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ポリエチ
レングリコールジメタクリレート、ヘキサンジオールジアクリレート、フタル酸ジアリル
等の不飽和結合を２個以上有するもの等を用いることが可能である。
【００４３】
　本発明においてラジカル重合開始剤は水溶性であれば適宜使用が可能である。例えば過
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硫酸塩（過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム等）、アゾ系化合物〔４，４’－アゾビス
４－シアノ吉草酸及びその塩、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）塩等〕、過
酸化水素、ベンゾイルパーオキサイド等のパーオキサイド化合物等が挙げられる。
【００４４】
　更に上記ラジカル性重合開始剤は、必要に応じて還元剤と組み合わせレドックス系開始
剤とすることが可能である。レドックス系開始剤を用いることで、重合活性が上昇し重合
温度の低下が図れ、更に重合時間の短縮が期待できる。
【００４５】
　重合温度は、重合開始剤の最低ラジカル生成温度以上であればどの温度を選択しても良
いが、例えば５０℃から８０℃の範囲が用いられる。
【００４６】
　重合に用いることのできる界面活性剤としては、スルホン酸塩（ドデシルベンゼンスル
ホン酸ナトリウム、アリールアルキルポリエーテルスルホン酸ナトリウム、３，３－ジス
ルホンジフェニル尿素－４，４－ジアゾ－ビス－アミノ－８－ナフトール－６－スルホン
酸ナトリウム、オルト－カルボキシベンゼン－アゾ－ジメチルアニリン、２，２，５，５
－テトラメチル－トリフェニルメタン－４，４－ジアゾ－ビス－β－ナフトール－６－ス
ルホン酸ナトリウムなど）、硫酸エステル塩（ドデシル硫酸ナトリウム、テトラデシル硫
酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム、オクチル硫酸ナトリウムなど）、脂肪酸塩
（オレイン酸ナトリウム、ラウリン酸ナトリウム、カプリン酸ナトリウム、カプリル酸ナ
トリウム、カプロン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、オレイン酸カルシウムなど）
などが挙げられる。
【００４７】
　前記樹脂粒子の平均粒径としては、通常１μｍ以下であり、０．０１～１μｍであるの
が好ましい。前記平均粒径が１μｍを超えると、最終的に得られるトナーの粒径分布が広
くなったり、遊離粒子の発生が生じ、性能や信頼性の低下を招き易い。一方、前記平均粒
径が前記範囲内にあると前記欠点がない上、トナー間の偏在が減少し、トナー中の分散が
良好となり、性能や信頼性のバラツキが小さくなる点で有利である。
【００４８】
　前記着色剤粒子分散液は、少なくとも着色剤粒子を分散剤中に分散させてなるものであ
る。前記着色剤としては、例えば、フタロシアニン系顔料、モノアゾ系顔料、ビスアゾ系
顔料、磁性粉、キナクリドン系顔料などが挙げられる。これらの具体例としては、例えば
、カーボンブラック、クロムイエロー、ハンザイエロー、ベンジジンイエロー、スレンイ
エロー、キノリンイエロー、パーマネントオレンジＧＴＲ、ピラゾロンオレンジ、バルカ
ンオレンジ、ウオッチヤングレッド、パーマネントレッド、ブリリアンカーミン３Ｂ、ブ
リリアンカーミン６Ｂ、デュポンオイルレッド、ピラゾロンレッド、リソールレッド、ロ
ーダミンＢレーキ、レーキレッドＣ、ローズベンガル、アニリンブルー、ウルトラマリン
ブルー、カルコオイルブルー、メチレンブルークロライド、フタロシアニンブルー、フタ
ロシアニングリーン、マラカイトグリーンオキサレレートなどの種々の顔料；アクリジン
系、キサンテン系、アゾ系、ベンゾキノン系、アジン系、アントラキノン系、ジオキサジ
ン系、チアジン系、アゾメチン系、インジコ系、チオインジコ系、フタロシアニン系、ア
ニリンブラック系、ポリメチン系、トリフェニルメタン系、ジフェニルメタン系、チアジ
ン系、チアゾール系、キサンテン系などの各種染料；などが挙げられる。これらの着色剤
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４９】
　前記着色剤粒子の平均粒径としては、０．５μｍ以下が好ましく、０．２μｍ以下がよ
り好ましい。前記平均粒径が０．５μｍを超えると、可視光の乱反射を防ぐことができな
い。また、粗大粒子が存在した場合、着色力、色再現性、ＯＨＰ透過性に悪影響がある。
そして、後述の凝集粒子形成工程において前記樹脂粒子と該着色剤粒子とが凝集しないか
、あるいは凝集しても融合時に脱離してしまうことがあり、得られるトナーの品質が劣化
することがある点で好ましくない。一方、前記平均粒径が前記範囲内にあると、前記欠点
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がない上、トナー間の偏在が減少し、トナー中の分散が良好となり、性能や信頼性のバラ
ツキが小さくなる点で有利である。
【００５０】
　次いで、離型剤について述べる。
【００５１】
　離型剤粒子分散液は、少なくとも離型剤粒子を分散剤中に分散させてなるものである。
【００５２】
　離型剤の含有量としては、トナー中の結着樹脂１００質量部に対して、０．５質量部以
上２０質量部以下であることが好ましい。含有量が０．５質量部未満である場合には、離
型剤の添加効果が好適に発現しない。含有量が２０質量部より大きい場合、粒度分布が広
がり、現像特性が悪化するため好ましくない。
【００５３】
　離型剤としては、その融点が１００℃以下のものが好ましく用いられ、より好ましくは
７０℃以上乃至１００℃以下であるものが用いられる。例えば、ポリエチレン、ポリプロ
ピレン等の低分子量炭化水素類；加熱により融点（軟化点）を有するシリコーン類；オレ
イン酸アミド、エルカ酸アミド、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド等の脂肪酸ア
ミド類；ステアリン酸ステアリル等のエステルワックス類；カルナウバワックス、ライス
ワックス、キャンデリラワックス、木ロウ、ホホバ油等の植物系ワックス；ミツロウ等の
動物系ワックス；モンタンワックス、オゾケライト、セレシン、パラフィンワックス、マ
イクロクリスタリンワックス、フィッシャートロプシュワックス等の鉱物・石油系ワック
ス；及びそれらの変性物などの粒子が挙げられる。なかでもトナー化したときの耐環境特
性、スチレン系樹脂との相溶性、画像安定性等の観点から、炭化水素ワックスが好ましく
用いられる。
【００５４】
　本発明に含有される炭化水素ワックスとしては、具体的には例えばエチレンやプロピレ
ン等のアルキレンを高圧下でラジカル重合あるいは低圧下でチーグラー触媒で重合した低
分子量のアルキレンポリマー、高分子量のアルキレンポリマーを熱分解して得られるアル
キレンポリマー、一酸化炭素・水素からなる合成ガスからアーゲ法により得られる炭化水
素の蒸留残分から、あるいはこれらを水素添加して得られる合成炭化水素などのワックス
が用いられる。更に、プレス発汗法、溶剤法、真空蒸着の利用や分別結晶方式により分別
を行ったものが、より好ましく用いられる。
【００５５】
　前記離型剤粒子の平均粒径としては、２．０μｍ以下が好ましく、１．０μｍ以下がよ
り好ましい。前記平均粒径が２．０μｍを超えると、トナー間でワックスの含有量にかた
よりが生じやすく、長期にわたった画像の安定性に悪影響を及ぼす。一方、前記平均粒径
が前記範囲内にあると、トナー間の偏在が減少し、トナー中の分散が良好となり、性能や
信頼性のバラツキが小さくなる。　前記着色剤粒子と前記樹脂粒子と前記離型剤粒子の組
み合わせとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜自由に選択することができる。
【００５６】
　前記樹脂粒子分散液、前記着色剤粒子分散液及び前記離型剤分散液の外、分散剤中に適
宜選択した粒子を分散させてなる粒子分散液を更に混合してもよい。
【００５７】
　前記粒子分散液に含まれる粒子としては、特に制限はなく目的に応じ適宜選択すること
ができ、例えば、内添剤粒子、帯電制御剤粒子、無機粒子、研磨材粒子などが挙げられる
。なお、本発明において、これらの粒子は、前記樹脂粒子分散液中や前記着色剤粒子分散
液中に分散させてもよい。
【００５８】
　前記帯電制御剤粒子としては、例えば、４級アンモニウム塩化合物、ニグロシン系化合
物、アルミ、鉄、クロム、亜鉛、ジルコニウム等の錯体からなる化合物等の粒子が挙げら
れる。なお、本発明における帯電制御剤粒子としては、凝集時や融合時の安定性に影響す
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るイオン強度の制御と廃水再利用の観点から、水に溶解しにくい素材のものが好ましい。
【００５９】
　上述の各粒子の平均粒径としては、通常１μｍ以下であり、０．０１～１μｍであるの
が好ましい。前記平均粒径が１μｍを超えると、最終的に得られるトナーの粒径分布が広
くなったり、遊離粒子の発生が生じ、性能や信頼性の低下を招き易い。一方、前記平均粒
径が前記範囲内にあると前記欠点がない上、トナー間の偏在が減少し、トナー中の分散が
良好となり、性能や信頼性のバラツキが小さくなる点で有利である。
【００６０】
　前記樹脂粒子分散液、前記着色剤粒子分散液、前記離型剤分散液、前記粒子分散液等に
含まれる分散剤としては、例えば、極性界面活性剤を含有する水系媒体などが挙げられる
。前記水系媒体としては、例えば、蒸留水、イオン交換水等の水、アルコール類などが挙
げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。前記極
性を有する分散剤における前記極性界面活性剤の含有量としては、一概に規定することは
できず、目的に応じて適宜選択することができる。
【００６１】
　前記極性界面活性剤としては、例えば、硫酸エステル塩系、スルホン酸塩系、リン酸エ
ステル系、せっけん系等のアニオン界面活性剤；アミン塩型、４級アンモニウム塩型等の
カチオン界面活性剤などが挙げられる。前記アニオン界面活性剤の具体例としては、ドデ
シルベンゼンスルホン酸ナトリウム、ドデシル硫酸ナトリウム、アルキルナフタレンスル
ホン酸ナトリウム、ジアルキルスルホコハク酸ナトリウムなどが挙げられる。前記カチオ
ン界面活性剤の具体例としては、アルキルベンゼンジメチルアンモニウムクロライド、ア
ルキルトリメチルアンモニウムクロライド、ジステアリルアンモニウムクロライドなどが
挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００６２】
　なお、本発明においては、これらの極性界面活性剤と、非極性界面活性剤とを併用する
ことができる。前記非極性界面活性剤としては、例えば、ポリエチレングリコール系、ア
ルキルフェノールエチレンオキサイド付加物系、多価アルコール系等の非イオン系界面活
性剤などが挙げられる。
【００６３】
　前記樹脂粒子分散液における前記樹脂粒子の含有量としては、当該分散液１００質量部
に対し通常５～６０質量部であり、好ましくは１０～４０質量部である。また、凝集粒子
が形成された際の凝集粒子分散液中における前記樹脂粒子の含有量としては、５０質量部
以下であればよく、０．５～４０質量部程度であるのが好ましい。
【００６４】
　前記着色剤粒子等の含有量としては、前記凝集粒子が形成された際の凝集粒子分散液中
において、当該分散液１００質量部に対し１～１０質量部程度であり、２～６質量部程度
が好ましい。
【００６５】
　さらに、得られるトナーの帯電性を制御するために、前記帯電制御粒子及び前記樹脂粒
子を前記凝集粒子が形成された後に添加する場合もある。
【００６６】
　（分散液調製工程）
　前記樹脂粒子分散液は、例えば、以下のようにして調製される。即ち、前記樹脂粒子に
おける樹脂が、前記ビニル基を有するエステル類、前記ビニルニトリル類、前記ビニルエ
ーテル類、前記ビニルケトン類等のビニル系単量体の単独重合体又は共重合体（ビニル系
樹脂）である場合には、前記ビニル系単量体をイオン性界面活性剤中で乳化重合やシード
重合等することにより、ビニル系単量体の単独重合体又は共重合体（ビニル系樹脂）製の
樹脂粒子をイオン性界面活性剤に分散させてなる分散液が調製される。前記樹脂粒子にお
ける樹脂が、前記ビニル系単量体の単独重合体又は共重合体以外の樹脂である場合には、
該樹脂が、水への溶解度が比較的低い油性溶剤に溶解するのであれば、該樹脂を該油性溶
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剤に溶解させ、この溶液を、ホモジナイザー等の分散機を用いてイオン性界面活性剤や高
分子電解質と共に水中に微粒子分散し、その後、加熱又は減圧して該油性溶剤を蒸散させ
ることにより、ビニル系樹脂以外の樹脂製の樹脂粒子をイオン性界面活性剤に分散させて
なる分散液が調製される。
【００６７】
　前記分散の手段としては、特に制限はないが、例えば、回転剪断型ホモジナイザーやメ
ディアを有するボールミル、サンドミル、ダイノミルなどのそれ自体公知の分散装置が挙
げられる。
【００６８】
　前記着色剤粒子分散液、前記離型剤分散液、前記粒子分散液等は、例えば、前記着色剤
粒子等の粒子を分散剤中に添加し、前記分散の手段を用いて分散させることにより調製さ
れる。
【００６９】
　なお、前記着色剤粒子分散液、前記離型剤分散液、前記粒子分散液等の粒径測定は堀場
製作所製レーザ回折／散乱式粒度分布測定装置ＬＡ－９２０を用いて行った。
【００７０】
　（凝集工程）
　前記凝集粒子形成は、前記混合液中において凝集粒子を形成し凝集粒子分散液を調製す
るものである。前記凝集粒子は、例えばｐＨ調整剤、凝集剤、安定剤を該混合液中に添加
し混合し、温度、機械的動力等を適宜加えることにより該混合液中に形成することができ
る。
【００７１】
　ｐＨ調整剤としては、アンモニア、水酸化ナトリウム等のアルカリ、硝酸、クエン酸等
の酸があげられる。凝集剤としては、ナトリウム、カリウム等の１価の金属塩；カルシウ
ム、マグネシウム等の２価の金属塩；鉄、アルミニウム等の３価の金属塩等；メタノール
、エタノール、プロパノール等のアルコール類があげられる。
【００７２】
　安定剤としては、主に前記極性界面活性剤そのもの又はそれを含有する水系媒体などが
挙げられる。例えば、前記水性分散液に含まれる極性界面活性剤がアニオン性の場合には
、安定剤としてカチオン性のものを選択することができる。
【００７３】
　前記凝集剤等の添加・混合は、前記混合液中に含まれる樹脂のガラス転移点以下の温度
で行うのが好ましい。この温度条件下で前記混合を行うと、凝集が安定した状態で進行す
る。前記混合は、例えばそれ自体公知の混合装置、ホモジナイザー、ミキサー等を用いて
行うことができる。
【００７４】
　ここで形成される凝集粒子の平均粒径としては、特に制限はないが、通常、得ようとす
るトナーの平均粒径と同じ程度になるように制御される。前記制御は、例えば、温度と前
記撹拌混合の条件とを適宜設定・変更することにより容易に行うことができる。以上の凝
集粒子形成工程により、トナーの平均粒径とほぼ同じ平均粒径を有する凝集粒子が形成さ
れ、該凝集粒子を分散させてなる凝集粒子分散液が調製される。
【００７５】
　（熱融着工程）
　前記熱融着工程は、前記凝集粒子を加熱して融着する工程である。融着工程に入る前に
、トナー粒子間の融着を防ぐため、前記ｐＨ調整剤、前記極性界面活性剤、前記非極性界
面活性剤等を適宜投入することができる。
【００７６】
　前記加熱の温度としては、前記凝集粒子に含まれる樹脂のガラス転移点温度～該樹脂の
分解温度であればよい。したがって、前記加熱の温度は、前記樹脂粒子及び前記樹脂微粒
子の樹脂の種類に応じて異なり、一概に規定することはできないが、一般的には前記凝集
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粒子又は前記付着粒子に含まれる樹脂のガラス転移点温度～１４０℃である。なお、前記
加熱は、それ自体公知の加熱装置・器具を用いて行うことができる。
【００７７】
　前記融着の時間としては、前記加熱の温度が高ければ短い時間で足り、前記加熱の温度
が低ければ長い時間が必要である。即ち、前記融合の時間は、前記加熱の温度に依存する
ので一概に規定することはできないが、一般的には３０分～１０時間である。
【００７８】
　（洗浄・乾燥工程）
　本発明においては、融着工程の終了後に得られたトナーを、適宜の条件で洗浄、乾燥等
することができる。なお、得られたトナーの表面に、シリカ、アルミナ、チタニア、炭酸
カルシウム等の無機粒体や、ビニル系樹脂、ポリエステル樹脂、シリコーン樹脂等の樹脂
粒子を、乾燥状態で剪断力を印加して添加してもよい。これらの無機粒体や樹脂粒子は、
流動性助剤やクリーニング助剤等の外添剤として機能する。
【００７９】
　（外添工程）
　本発明においては、必要に応じて、トナー粒子表面に外添剤として一般に知られている
各種微粉末を添加することが出来る。
【００８０】
　本発明に使用される外添剤は公知の無機微粉体あるいは樹脂粒子が用いられるが、帯電
安定性，現像性，流動性，保存性向上のため、シリカ，アルミナ，チタニアあるいはその
複酸化物の無機微粉体中から選ばれることが好ましい。
【００８１】
　また、本発明に用いられる外添剤は、必要に応じ、疎水化，帯電性制御等の目的でシリ
コーンワニス，各種変性シリコーンワニス，シリコーンオイル，各種変性シリコーンオイ
ル，シランカップリング剤，官能基を有するシランカップリング剤，その他有機硅素化合
物，有機チタン化合物等の処理剤で、あるいは、種々の処理剤で併用して処理されている
ことも可能である。
【００８２】
　例えば、シランカップリング剤としては、例えば代表的にはジメチルジクロルシラン，
トリメチルクロルシラン，アリルジメチルクロルシラン，ヘキサメチルジシラザン，アリ
ルフェニルジクロルシラン，ベンジルジメチルクロルシラン，ビニルトリエトキシシラン
，γ－メタクリルオキシプロピルトリメトキシシラン，ビニルトリアセトキシシラン，ジ
ビニルクロルシラン，ジメチルビニルクロルシラン等をあげることができる。上記無機微
粉体のシランカップリング剤処理は、無機微粉体を撹拌等によりクラウド状としたものに
気化したシランカップリング剤を反応させる乾式処理又は、無機微粉体を溶媒中に分散さ
せたシランカップリング剤を滴下反応させる湿式法等、一般に知られた装置で処理するこ
とができる。
【００８３】
　また外添方法としてはヘンシェルミキサー等、従来公知の方法が利用できる。
【００８４】
　本発明のトナーを得る方法としては、例えば熟成工程後のトナースラリーを液体サイク
ロンによる分級操作あるいはデカンテーションによる分級操作によって大粒径粒子を選別
し、大粒径粒子のみに加熱攪拌等の球形化処理を行う方法がある。また、凝集粒子全体を
球形化処理した後、小粒径粒子に機械的処理を行い円形度Ｒ１を好適な範疇にする方法が
ある。
【００８５】
　次に、本発明の画像形成方法及び、該方法を実施する画像形成装置ならびにプロセスカ
ートリッジに関して図面を用いて説明する。
【００８６】
　図４を用いてローラー部材を現像ローラーに当接させたプロセスカートリッジの構成に
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ついて説明する。図４においてプロセスカートリッジには像担持体１、現像ローラー２５
、トナー供給剥ぎ取りローラー２６等が設けられている。
【００８７】
　トナー収納容器２８内に収容されたトナー３０はトナー攪拌部材２９ａ、２９ｂの回転
に伴い現像容器３１のトナー保持部３１ａに送られる。トナー供給剥ぎ取りローラー２６
はＸ方向に回転しており、トナー保持部３１ａにあるトナーを、Ｙ方向に回転している現
像ローラー２５に塗布すると共に、像担持体１へ現像されなかった現像ローラー２５上の
未現像トナーの剥ぎ取りを行っている。トナー供給剥ぎ取りローラー２６によって塗布さ
れたトナーは弾性ブレード２７によって規制され、現像ローラー２５上に薄層形成される
。そしてＺ方向に回転している像担持体１上の潜像を現像し可視化する。
【００８８】
　トナー担持体としては弾性ローラを用い、弾性ローラ表面等にトナーをコーティングし
これを感光体表面と接触させる方法を用いることができる。この場合、トナーを介して感
光体と感光体表面に対向する弾性ローラ間に働く電界によって現像が行われる。従って弾
性ローラ表面或いは表面近傍が電位を持ち、感光体表面とトナー担持体表面の狭い間隙で
電界を有する必要性がある。このため、弾性ローラの弾性ゴムが中抵抗領域に抵抗制御さ
れて感光体表面との導通を防ぎつつ電界を保つか、または導電性ローラの表面層に薄層の
絶縁層を設ける方法も利用できる。さらには、該導電性ローラ上に感光体表面に対向する
側を絶縁性物質により被覆した導電性樹脂スリーブ或いは、絶縁性スリーブで感光体に対
向しない側に導電層を設けた構成も可能である。トナー担持体としてのローラの抵抗値と
しては１０2～１０9Ω・ｃｍの範囲が好ましい。
【００８９】
　トナー担持体の表面形状としては、その表面粗度Ｒａ（μｍ）を０．２～３．０となる
ように設定すると、高画質及び高耐久性を両立できる。該表面粗度Ｒａはトナー搬送能力
及びトナー帯電能力と相関する。該トナー担持体の表面粗度Ｒａが３．０を超えると、該
トナー担持体上のトナー層の薄層化が困難となるばかりか、トナーの帯電性が改善されな
いので画質の向上は望めない。３．０以下にすることでトナー担持体表面のトナーの搬送
能力を抑制し、該トナー担持体上のトナー層を薄層化すると共に、該トナー担持体とトナ
ーの接触回数が多くなるため、該トナーの帯電性も改善されるので相乗的に画質が向上す
る。一方、表面粗度Ｒａが０．２よりも小さくなると、トナーコート量の制御が難しくな
る。
【００９０】
　本発明において、トナー担持体の表面粗度Ｒａは、ＪＩＳ表面粗さ「ＪＩＳ　Ｂ　０６
０１（２００１）」に基づき、表面粗さ測定器（小坂研究所社製「サーフコーダＳＥ－３
０Ｈ」）を用いて測定される中心線平均粗さに相当する。具体的には、粗さ曲線からその
中心線の方向に測定長さａとして２．５ｍｍの部分を抜き取り、この抜き取り部分の中心
線をＸ軸、縦倍率の方向をＹ軸、粗さ曲線をｙ＝ｆ（ｘ）で表したとき、次式によって求
められる値をマイクロメートル（μｍ）で表したものを言う。
【００９１】
【数２】

【００９２】
　本発明の画像形成方法においては、トナー担持体は感光体の周速同方向に回転していて
もよいし、逆方向に回転していてもよい。その回転が同方向である場合、トナー担持体の
周速を感光体の周速に対し１．０５～３．０倍となるように設定することが好ましい。
【００９３】
　トナー担持体の周速が、感光体の周速に対し１．０５倍未満であると、感光体上のトナ
ーの受ける撹拌効果が不十分となり、良好な画像品質が望めない。また、周速比が３．０
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を超える場合には、機械的ストレスによるトナーの劣化やトナー担持体へのトナー固着が
発生、促進され、好ましくない。
【００９４】
　上記感光体としては、ａ－Ｓｅ、ＣｄＳ、ＺｎＯ2、ＯＰＣ、ａ－Ｓｉの様な光導電絶
縁物質層を持つ感光体ドラムもしくは感光体ベルトが好適に使用される。また、上記ＯＰ
Ｃ感光体における有機系感光層の結着樹脂は、特に限定するものではない。中でもポリカ
ーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル系樹脂が特に、転写性に優れ、感光体への
トナーの融着、外添剤のフィルミングが起こりにくいため好ましい。
【００９５】
　次に、弾性ブレードについて述べる。
【００９６】
　トナーコート量は弾性ブレード２７により制御されるが、この弾性ブレード２７はトナ
ー層を介して現像ローラー２５に接触している。この時の弾性ブレード２７と現像ローラ
ー２５との接触圧は、現像ローラー２５母線方向の線圧として０．０５Ｎ／ｃｍ以上０．
５Ｎ／ｃｍ以下が好ましい範囲である。
【００９７】
　尚、線圧とは弾性ブレード２７の長さ当たりに加えられる荷重のことであり、例えば１
ｍの当接長さを有する弾性ブレード２７に１．２Ｎの荷重を加えて現像ローラー２５に接
触させた場合、線圧は１．２Ｎ／ｍとなる。０．０５Ｎ／ｃｍよりも小さいとトナーコー
ト量の制御に加え均一な摩擦帯電も難しくなり、カブリの悪化等の原因となる。一方、０
．５Ｎ／ｃｍよりも大きくなるとトナー粒子が過剰な負荷を受けるため、粒子の変形や弾
性ブレード２７或いは現像ローラー２５へのトナーの融着等が発生しやすくなり、好まし
くない。
【００９８】
　弾性ブレード２７の自由端部はどのような形状でもよく、例えば断面形状が直線状のも
の以外にも、先端近傍で屈曲したＬ字形状のものや、先端近傍が球状に膨らんだ形状のも
の等が好適に用いられる。
【００９９】
　トナー規制部材としては、基材としてステンレス、鋼、リン青銅の如き金属弾性体を用
い、現像ローラー当接部に当る部位に樹脂を接着あるいはコーティング塗布したものが好
ましい。これによりトナーの均一帯電性が向上し、急激な画像濃度変化への追随性が向上
する。
【０１００】
　またさらに、トナー規制部材に直流電場及び／または交流電場を印加することによって
も、トナーへのほぐし作用のため、均一薄層塗布性、均一帯電性がより向上し、充分な画
像濃度の達成及び良質の画像を得ることができる。
【０１０１】
　本発明の画像形成方法を利用した画像形成装置について、順次説明する。
【０１０２】
　図１はフルカラー画像形成装置の全体構成を示す縦断面図である。
【０１０３】
　フルカラー画像形成装置は、垂直方向に並設された４個の感光ドラム１ａ，１ｂ，１ｃ
，１ｄを備えている。感光体ドラム１は、駆動手段（不図示）によって、同図中、反時計
回りに回転駆動される。感光体ドラム１の周囲には、その回転方向に従って順に、感光体
ドラム１表面を均一に帯電する帯電装置２（２ａ、２ｂ、２ｃ、２ｄ）、画像情報に基づ
いてレーザービームを照射し感光体ドラム１上の静電潜像を形成するスキャナユニット３
（３ａ、３ｂ、３ｃ、３ｄ）、静電潜像にトナーを付着させてトナー像として現像する現
像装置４（４ａ、４ｂ、４ｃ、４ｄ）、感光体ドラム１上のトナー像を転写材Ｓに転写さ
せる静電転写装置５、転写後の感光体ドラム１表面に残った転写残トナーを除去するクリ
ーニング装置６（６ａ、６ｂ、６ｃ、６ｄ）等が配設されている。
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【０１０４】
　ここで、感光体ドラム１と帯電装置２、現像装置４、クリーニング装置６は一体的にカ
ートリッジ化されプロセスカートリッジ７を形成している。
【０１０５】
　以下、感光体ドラム１から順に詳述する。
【０１０６】
　感光体ドラム１は、例えば直径３０ｍｍのアルミシリンダの外周面に有機光導伝体層（
ＯＰＣ感光体）を塗布して構成したものである。感光体ドラム１は、その両端部を支持部
材によって回転自在に支持されており、一方の端部に駆動モータ（不図示）からの駆動力
が伝達されることにより、反時計周りに回転駆動される。
【０１０７】
　帯電装置２としては、接触帯電方式のものを使用することができる。帯電部材は、ロー
ラ状に形成された導電性ローラであり、このローラを感光体ドラム１表面に当接させると
ともに、このローラに帯電バイアス電圧を印加することにより、感光体ドラム１表面を一
様に帯電させるものである。
【０１０８】
　スキャナユニット３は、感光ドラム１の略水平方向に配置され、レーザーダイオード（
不図示）によって画像信号に対応する画像光が、スキャナモーター（不図示）によって高
速回転されるポリゴンミラー９（９ａ、９ｂ、９ｃ、９ｄ）に照射される。ポリゴンミラ
ー９に反射した画像光は、結像レンズ１０（１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、１０ｄ）を介して
帯電済みの感光体ドラム１表面を選択的に露光して静電潜像を形成するように構成してい
る。
【０１０９】
　現像装置４ａ，４ｂ，４ｃ，４ｄはそれぞれイエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの
各色のトナーを夫々収納した現像器から構成される。
【０１１０】
　すべての感光体ドラム１ａ，１ｂ，１ｃ，１ｄに対向し、接するように循環移動する静
電転写ベルト１１が配設される。静電転写ベルト１１は１０11～１０14Ω・ｃｍの体積固
有抵抗を持たせた厚さ約１５０μｍのフィルム状部材で構成される。この静電転写ベルト
１１は、垂直方向に４軸でローラに支持され、図中左側の外周面に転写材Ｓを静電吸着し
て上記感光体ドラム１に転写材Ｓを接触させるべく循環移動する。これにより、転写材Ｓ
は静電転写ベルト１１により転写位置まで搬送され、感光体ドラム１上のトナー像を転写
される。
【０１１１】
　この静電転写ベルト１１の内側に当接し、４個の感光体ドラム１ａ，１ｂ，１ｃ，１ｄ
に対向した位置に転写ローラ１２（１２ａ，１２ｂ，１２ｃ，１２ｄ）が並設される。こ
れら転写ローラ１２から正極性の電荷が静電転写ベルト１１を介して転写材Ｓに印可され
、この電荷による電界により、感光体ドラム１に接触中の用紙に、感光体ドラム１上の負
極性のトナー像が転写される。
【０１１２】
　静電転写ベルト１１は周長約７００ｍｍ、厚み１５０μｍのベルトであり、駆動ローラ
１３、従動ローラ１４ａ、１４ｂ、テンションローラ１５の４本のローラにより掛け渡さ
れ、図の矢印方向に回転する。これにより、上述した静電転写ベルト１１が循環移動して
転写材Ｓが従動ローラ１４ａ側から駆動ローラ１３側へ搬送される間にトナー像を転写さ
れる。
【０１１３】
　給紙部１６は、画像形成部に転写材Ｓを給紙搬送するものであり、複数枚の転写材Ｓが
給紙カセット１７に収納されている。画像形成時には給紙ローラ１８（半月ローラ）、レ
ジストローラ対１９が画像形成動作に応じて駆動回転し、給紙カセット１７内の転写材Ｓ
を１枚毎分離給送するとともに、転写材Ｓ先端はレジストローラ対１９に突き当たり一旦
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停止し、ループを形成した後静電転写ベルト１１の回転と画像書出し位置の同期をとって
、レジストローラ対１９によって静電転写ベルト１１へと給紙されていく。
【０１１４】
　定着部２０は、転写材Ｓに転写された複数色のトナー画像を定着させるものであり、回
転する加熱ローラ２１ａと、これに圧接して転写材Ｓに熱及び圧力を与える加圧ローラ２
１ｂとからなる。
【０１１５】
　すなわち、感光体ドラム１上のトナー像を転写した転写材Ｓは定着部２０を通過する際
に定着ローラ対２１で搬送されるとともに、定着ローラ対２１によって熱及び圧力を与え
られる。これによって複数色のトナー像が転写材Ｓ表面に定着される。
【０１１６】
　画像形成の動作としては、プロセスカートリッジ７ａ、７ｂ、７ｃ、７ｄが、印字タイ
ミングに合わせて順次駆動され、その駆動に応じて感光体ドラム１ａ、１ｂ、１ｃ、１ｄ
が、反時計回り方向に回転駆動される。そして、各々のプロセスカートリッジ７に対応す
るスキャナユニット３が順次駆動される。この駆動により、帯電ローラ２は感光体ドラム
１の周面に一様な電荷を付与し、スキャナユニット３は、その感光体ドラム１周面に画像
信号に応じて露光を行って感光体ドラム１周面上に静電潜像を形成する。現像装置４内の
現像ローラは、静電潜像の低電位部にトナーを転移させて感光体ドラム１周面上にトナー
像を形成（現像）する。
【０１１７】
　最上流の感光体ドラム１周面上のトナー像の先端が、静電転写ベルト１１との対向点に
回転搬送されてくるタイミングで、その対向点に転写材Ｓの印字開始位置が一致するよう
に、レジローラ対１９が回転を開始して転写材Ｓを静電転写ベルト１１へ給送する。
【０１１８】
　転写材Ｓは静電吸着ローラ２２と静電転写ベルト１１とによって挟み込むようにして静
電転写ベルト１１の外周に圧接し、かつ静電転写ベルト１１と静電吸着ローラ２２との間
に電圧を印加することにより、誘電体である転写材Ｓと静電転写ベルト１１の誘電体層に
電荷を誘起し、転写材を静電転写ベルト１１の外周に静電吸着するように構成している。
これにより、転写材Ｓは静電転写ベルト１１に安定して吸着され、最下流の転写部まで搬
送される。
【０１１９】
　このように搬送されながら転写材Ｓは、各感光体ドラム１と転写ローラ１２との間に形
成される電界によって、各感光体ドラム１のトナー像を順次転写される。
【０１２０】
　４色のトナー像を転写された転写材Ｓは、ベルト駆動ローラ１３の曲率により静電転写
ベルト１１から曲率分離され、定着部２０に搬入される。転写材Ｓは、定着部２０で上記
トナー像を熱定着された後、排紙ローラ対２３によって、排紙部２４から画像面を下にし
た状態で本体外に排出される。
【０１２１】
　本発明の画像形成方法は、中間転写体を用いる画像形成装置においても好適に用いるこ
とが出来る。
【０１２２】
　図２に、本発明の画像形成方法を中間転写体を用いて多重トナー像を記録材に一括転写
する画像形成装置の一例の概略構成図を示す。
【０１２３】
　図２において、７ａ～７ｄはそれぞれ、イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの各色
の現像装置、１２１は光源装置、１２２はレーザー光、２０は定着装置、１２４は現像ユ
ニット、１２５は中間転写体である中間転写ドラム、１２５ａは導電性支持体、１２５ｂ
は弾性層、１２６はバイアス電源、１２７は転写材トレイ、１２８は二次転写装置であり
、図１と同じ部材には同じ符号を付した。
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【０１２４】
　静電潜像担持体としての感光体ドラム１の表面に、帯電部材としての帯電バイアス電圧
が印加された回転可能な帯電ローラ２を回転させながら接触させて、感光体ドラム１表面
を均一に一次帯電し、露光手段としての光源装置１２１より発せられたレーザー光１２２
により、感光体ドラム１上に第１の静電潜像を形成する。形成された第１の静電潜像は、
回転可能な現像ユニット１２４に設けられている第１の現像装置としてのイエロー現像装
置７ａ中のイエロートナーにより現像され、イエロートナー像を形成する。感光体ドラム
１上に形成されたイエロートナー像は、中間転写ドラム１２５の導電性支持体１２５ａに
印加される転写バイアス電圧の作用により、中間転写ドラム１２５上に静電的に一次転写
される。次に、上記と同様にして感光体ドラム１の表面に第２の静電潜像を形成し、現像
ユニット１２４を回転して、第２の現像装置としてのマゼンタ現像装置７ｂ中のマゼンタ
トナーにより現像してマゼンタトナー像を形成し、イエロートナー像が一次転写されてい
る中間転写ドラム１２５上にマゼンタトナー像を静電的に一次転写する。同様にして、第
３の静電潜像及び第４の静電潜像を現像ユニット１２４を回転して、第３の現像装置とし
てのシアン現像装置７ｃ中のシアントナー及び第４の現像装置としてブラック現像装置７
ｄ中のブラックトナーにより、順次現像及び一次転写を行って、中間転写ドラム１２５上
に各色のトナー像をそれぞれ一次転写する。中間転写ドラム１２５上に一次転写された多
重トナー像は、転写材Ｓを介して反対側に位置する二次転写装置１２８からの転写バイア
ス電圧の作用により、転写材Ｓの上に静電的に一括に二次転写される。転写材Ｓ上に二次
転写された多重トナー像は加熱部材２１ａ及び加圧部材２１ｂを有する定着装置２０によ
り転写材Ｓに加熱定着される。転写後に感光体ドラム１の表面上に残存する転写残トナー
は、感光体ドラム１の表面に当接するクリーニングブレードを有するクリーナー６で回収
され、感光体ドラム１はクリーニングされる。
【０１２５】
　感光体ドラム１から中間転写ドラム１２５への一次転写は、一次転写装置としての中間
転写ドラム１２５の導電性支持体１２５ａに、バイアス電源１２６よりバイアスを付与す
ることで転写電流が得られ、トナー画像の転写が行われる。
【０１２６】
　中間転写ドラム１２５は、剛体である導電性支持体１２５ａと、表面を覆う弾性層１２
５ｂよりなる。導電性支持体１２５ａとしては、アルミニウム、鉄、銅及びステンレス等
の金属や合金、及びカーボンや金属粒子等を分散した導電性樹脂等を用いることができ、
その形状としては円筒状や、円筒の中心に軸を貫通したもの、円筒の内部に補強を施した
もの等が挙げられる。
【０１２７】
　弾性層１２５ｂとしては、特に制約されるものではないが、スチレン－ブタジエンゴム
、ハイスチレンゴム、ブタジエンゴム、イソプレンゴム、エチレン－プロピレン共重合体
、ニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）、クロロプレンゴム、ブチルゴム、シリコーンゴム
、フッ素ゴム、ニトリルゴム、ウレタンゴム、アクリルゴム、エピクロロヒドリンゴム及
びノルボルネンゴム等のエラストマーゴムが好適に用いられる。ポリオレフィン系樹脂、
シリコーン樹脂、フッ素系樹脂、ポリカーボネート等の樹脂及びこれらの共重合体や混合
物を用いても良い。
【０１２８】
　また、弾性層１２５ｂのさらに表面に、潤滑性、撥水性の高い滑剤粉体を任意のバイン
ダー中に分散した表面層を設けても良い。
【０１２９】
　滑剤は特に制限はないが、各種フッ素ゴム、フッ素エラストマー、黒鉛やグラファイト
にフッ素を結合したフッ化炭素及びポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリフッ
化ビニリデン（ＰＶＤＦ）、エチレン－テトラフルオロエチレン共重合体（ＥＴＦＥ）及
びテトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体（ＰＦＡ）等
のフッ素化合物、シリコーン樹脂粒子、シリコーンゴム、シリコーンエラストマー等のシ
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リコーン系化合物、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリスチレン（Ｐ
Ｓ）、アクリル樹脂、ポリアミド樹脂、フェノール樹脂及びエポキシ樹脂等が好ましく用
いられる。
【０１３０】
　また、表面層のバインダー中に、抵抗を制御するために導電剤を適時添加しても良い。
導電剤としては、各種の導電性無機粒子及びカーボンブラック、イオン系導電剤、導電性
樹脂及び導電性粒子分散樹脂等が挙げられる。
【０１３１】
　中間転写ドラム１２５上の多重トナー像は、二次転写装置１２８により転写材Ｓ上に一
括に二次転写されるが、転写装置１２８としてはコロナ帯電器による非接触静電転写手段
或いは転写ローラ及び転写ベルトを用いた接触静電転写手段が使用可能である。
【０１３２】
　図２に示した画像形成装置が用いている中間転写体としての中間転写ドラム１２５に代
えて、中間転写ベルトを用いて多重トナー像を記録材に一括転写することも可能である。
中間転写ベルトを用いた装置の概略構成図を図３に示す。
【０１３３】
　図３において、１３０は中間転写ベルト、１３１は中間転写ベルト１３０を掛け渡すベ
ルト支持ローラ、１３２は一次転写ローラ、１３３ａは二次転写対向ローラ、１３３ｂは
二次転写ローラ、１３４～１３６はバイアス電源、１３９はクリーニング用帯電部材であ
り、図１～図２と同じ部材には同じ符号を付した。
【０１３４】
　図３の構成において、感光体ドラム１上に形成担持されたトナー画像は、感光体ドラム
１と中間転写ベルト１３０とのニップ部を通過する過程で、一次転写ローラ１３２から中
間転写ベルト１３０に印加される一次転写バイアスにより形成される電界により、中間転
写ベルト１３０の外周面に順次一次転写される。
【０１３５】
　感光体ドラム１から中間転写ベルト１３０への第１～第４色のトナー画像の順次重畳転
写のための一次転写バイアスは、トナーとは逆極性で、バイアス電源１３４から印加され
る。
【０１３６】
　感光体ドラム１から中間転写ベルト１３０への第１～第４色のトナー画像の一次転写工
程において、二次転写ローラ１３３ｂ及びクリーニング用帯電部材１３９は中間転写ベル
ト１３０から離間することも可能である。
【０１３７】
　１３３ｂは二次転写ローラで、二次転写対向ローラ１３３ａに対応し平行に軸受させて
中間転写ベルト１３０の下面部に離間可能な状態に配設してある。
【０１３８】
　中間転写ベルト１３０上に転写された合成カラートナー画像の転写材Ｓへの転写は、二
次転写ローラ１３３ｂが中間転写ベルト１３０に当接されると共に、中間転写ベルト１３
０と二次転写ローラ１３３ｂとの当接ニップに所定のタイミングで転写材Ｓが給送され、
二次転写バイアスがバイアス電源１３６から二次転写ローラ１３３ｂに印加される。この
二次転写バイアスにより中間転写ベルト１３０から転写材Ｓへ合成カラートナー画像が二
次転写される。
【０１３９】
　転写材Ｓへの画像転写終了後、中間転写ベルト１３０にはクリーニング用帯電部材１３
９が当接され、感光体ドラム１とは逆極性のバイアスをバイアス電源１３５から印加する
ことにより、転写材Ｓに転写されずに中間転写ベルト１３０上に残留しているトナー（転
写残トナー）に感光体ドラム１と逆極性の電荷が付与される。次いで、該転写残トナーは
、感光体ドラム１とのニップ部及びその近傍において感光体ドラム１に転写されることに
より、中間転写ベルト１３０がクリーニングされる。
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【０１４０】
　中間転写ベルト１３０は、ベルト形状の基層と基層の上に設けられる表面処理層よりな
る。尚、表面処理層は複数の層により構成されていても良い。
【０１４１】
　基層及び表面処理層には、ゴム、エラストマー、樹脂を使用することができる。例えば
ゴム、エラストマーとしては、天然ゴム、イソプレンゴム、スチレン－ブタジエンゴム、
ブタジエンゴム、ブチルゴム、エチレン－プロピレンゴム、エチレン－プロピレンターポ
リマー、クロロプレンゴム、クロロスルホン化ポリエチレン、塩素化ポリエチレン、アク
リロニトリルブタジエンゴム、ウレタンゴム、シンジオタクチック１，２－ポリブタジエ
ン、エピクロロヒドリンゴム、アクリルゴム、シリコーンゴム、フッ素ゴム、多硫化ゴム
、ポリノルボルネンゴム、水素化ニトリルゴム及び熱可塑性エラストマー（例えばポリス
チレン系、ポリオレフィン系、ポリ塩化ビニル系、ポリウレタン系、ポリアミド系、ポリ
エステル系及びフッ素樹脂系等）等からなる群より選ばれる１種類或いは２種類以上を使
用することができる。但し、上記材料に限定されるものではない。また、樹脂としては、
ポリオレフィン系樹脂、シリコーン樹脂、フッ素系樹脂、ポリカーボネート等の樹脂を使
用することができる。これら樹脂の共重合体や混合物を用いても良い。
【０１４２】
　基層としては上述のゴム、エラストマー、樹脂をフィルム状にして使用することができ
る。また、これらの物質を、織布形状、不織布形状、糸状、フィルム形状をした芯体層の
片面或いは両面に上述のゴム、エラストマー、樹脂を被覆、浸漬、噴霧したものを使用し
ても良い。
【０１４３】
　芯体層を構成する材料は、例えば綿、絹、麻及び羊毛等の不然繊維；キチン繊維、アル
ギン酸繊維維及び再生セルロース繊維等の再生織維；アセテート繊維等の半合成繊維；ポ
リエステル繊維、ナイロン繊維、アクリル繊維、ポリオレフィン繊維、ポリビニルアルコ
ール繊維、ポリ塩化ビニル繊維、ポリ塩化ビニリデン繊維、ポリウレタン繊維、ポリアル
キルパラオキシベンゾエート繊維、ポリアセタール繊維、アラミド繊維、ポリフロロエチ
レン繊維及びフェノール繊維等の合成繊維；炭素繊維、硝子繊維及びボロン繊維等の無機
繊維；鉄繊維及び銅繊維等の金属繊維からなる群より選ばれる１種或いは２種以上を用い
ることができる。もちろん、上記材料に限定されるものではない。
【０１４４】
　さらに、中間転写ベルト１３０の低抗値を調節するために基層及び表面処理層中に導電
剤を添加しても良い。導電剤としては特に限定されるものではないが、例えば、カーボン
、アルミニウムやニッケル等の金属粉末、酸化チタン等の金属酸化物、及び４級アンモニ
ウム塩含有ポリメタクリル酸メチル、ポリビニルアニリン、ポリビニルピロール、ポリジ
アセチレン、ポリエチレンイミン、含ホウ素高分子化合物及びポリピロール等の導電性高
分子化合物等からなる群より選ばれる１種或いは２種以上を用いることができる。但し、
上記導電剤に限定されるものではない。
【０１４５】
　また、中間転写ベルト１３０表面の滑り性を上げ、転写性を向上するために必要に応じ
て滑剤を添加しても良い。該滑剤としては特に制限はないが、各種フッ素ゴム、フッ素エ
ラストマー、黒鉛やグラファイトにフッ素を結合したフッ化炭素及びポリテトラフルオロ
エチレン（ＰＴＦＥ）、ポリフッ化ビニルデン（ＰＶＤＦ）、エチレン－テトラフルオロ
エチレン共重合体（ＥＴＦＥ）及びテトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニ
ルエーテル共重合体（ＰＦＡ）等のフッ素化合物、シリコーン樹脂、シリコーンゴム、シ
リコーンエラストマー等のシリコーン系化合物、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン
（ＰＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、アクリル樹脂、ポリアミド樹脂、フェノール樹脂及び
エポキシ樹脂等が好ましく用いられる。
【０１４６】
　本発明で好ましく用いることのできる定着装置の具体的な例について、以下に述べる。
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【０１４７】
　図５および図６には、発熱体を用いて耐熱性高分子フィルムを加熱し、トナー像の定着
を行う装置を示す。
【０１４８】
　図５はフィルムに常にテンションが加わっている構造の定着装置である。
【０１４９】
　本発明において、発熱体はその熱容量が小さく、線状あるいは面状の加熱部を有するも
ので、加熱部の最高温度は１００～３００℃であることが好ましい。
【０１５０】
　また、フィルムは、厚さ１～１００μｍの耐熱性のシートであることが好ましく、これ
ら耐熱性シートとしては耐熱性の高い、ポリエステル、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレ
ート）、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合
体）、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）、ポリイミド、ポリアミド等のポリマー
シートの他、アルミニウム等の金属シート及び金属シートとポリマーシートから構成され
たラミネートシートが用いられる。
【０１５１】
　より好ましいフィルムの構成としては、これら耐熱性シートが離型層及び／又は低抵抗
層を有していることである。
【０１５２】
　５１は装置に固定支持された加熱体であって、ヒータ基板５２、通電発熱抵抗体（発熱
体）５３・検温素子５４等よりなる。
【０１５３】
　ヒータ基板５２は耐熱性・絶縁性・低熱容量・高熱伝導性の部材であり、例えば、厚み
１ｍｍ・巾１０ｍｍ・長さ２４０ｍｍのアルミナ基板である。
【０１５４】
　発熱体５３はヒータ基板５２の下面（フィルム１５との対面側）の略中央部に長手に沿
って、例えば、Ａｇ／Ｐｄ（銀パラジウム）、Ｔａ2Ｎ、ＲｕＯ2等の電気抵抗材料を厚み
約１０μｍ・巾１～３ｍｍの線状もしくは細帯状にスクリーン印刷等により塗工したもの
である。
【０１５５】
　検温素子５４は一例としてヒータ基板５２の上面（発熱体５３を設けた面とは反対側面
）の略中央部にスクリーン印刷等により塗工して具備させたＰｔ膜等の低熱容量の測温抵
抗体である。低熱容量のサーミスタなども使用できる。
【０１５６】
　本例の加熱体５１の場合は、線状又は面状をなす発熱体５３に対し画像形成スタート信
号により所定のタイミングにて通電して発熱体５３を略全長にわたって発熱させる。通電
はＡＣ１００Ｖであり、検温素子５４の検知温度に応じてトライアックを含む不図示の通
電制御回路により通電する位相角を制御することにより供給電力を制御している。
【０１５７】
　加熱体５１はその発熱体５３への通電により、ヒータ基板５２・発熱体５３の熱容量が
小さいので加熱体表面が所要の定着温度（例えば１４０～２００℃）まで急速に温度上昇
する。そしてこの加熱体５１に耐熱性フィルム５５が当接している。
【０１５８】
　熱容量を小さくしてクイックスタート性を向上させるために、フィルム５５には総厚１
００μｍ以下、２０μｍ以上の耐熱性・離型性、強度・耐久性等のある単層或は複合層の
フィルムを使用できる。例えば、ポリイミド・ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）・ポリエー
テルサルホン（ＰＥＳ）・４フッ化エチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重
合体樹脂（ＰＦＡ）・ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）・ポリパラバン酸（ＰＰ
Ａ）、或いは複合層フィルム例えば２０μｍ厚のポリイミドフィルムの少なくとも画像当
接面側にＰＴＦＥ（４フッ化エチレン樹脂）・ＰＡＦ・ＦＥＰ等のフッ素樹脂・シリコン



(21) JP 4804367 B2 2011.11.2

10

20

30

40

50

樹脂等、更にはそれに導電材（カーボンブラック・グラファイト・導電性ウイスカなど）
を添加した離型性コート層を１０μｍ厚に施したものなどである。
【０１５９】
　回転体たる支持ローラー５８は例えばシリコンゴム等の離型性のよいゴム弾性体からな
り、加熱体５１にフィルム５５を介して圧接され、ニップ部を形成すると共に、フィルム
５５を所定速度に移動駆動する。フィルム５５との間に被加熱材としての記録材シートが
導入されたときには、その記録材シートをフィルム５５面に密着させて加熱体５１に圧接
し、フィルム５５と共に移動駆動させる。
【０１６０】
　発熱体を用いて耐熱性高分子フィルムを加熱し、トナー像の定着を行う装置の他の形態
について示す。
【０１６１】
　図６はフィルムにテンションが加わらない状態がある構造を有する、定着装置である（
テンションフリータイプ）。
【０１６２】
　本発明において、発熱体はその熱容量が小さく、線状あるいは面状の加熱部を有するも
ので、加熱部の最高温度は１００～３００℃であることが好ましい。
【０１６３】
　また、フィルムは、厚さ１～１００μｍの耐熱性のシートであることが好ましく、これ
ら耐熱性シートとしては耐熱性の高い、ポリエステル、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレ
ート）、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合
体）、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）、ポリイミド、ポリアミド等のポリマー
シートの他、アルミニウム等の金属シート及び金属シートとポリマーシートから構成され
たラミネートシートが用いられる。
【０１６４】
　より好ましいフィルムの構成としては、これら耐熱性シートが離型層及び／又は低抵抗
層を有していることである。
【０１６５】
　６４は装置に固定支持された低熱容量線状加熱体であって、ヒータ基板６４ａ、通電発
熱抵抗体（発熱体）６４ｂ・表面保護層６４ｃ・検温素子６４ｄ等よりなる。
【０１６６】
　ヒータ基板６４ａは耐熱性・絶縁性・低熱容量・高熱伝導性の部材であり、例えば、厚
み１ｍｍ・巾１０ｍｍ・長さ２４０ｍｍのアルミナ基板である。
【０１６７】
　発熱体６４ｂはヒータ基板６４ａの下面（フィルム６５との対面側）の略中央部に長手
に沿って、例えば、Ａｇ／Ｐｄ（銀パラジウム）、Ｔａ2Ｎ、ＲｕＯ2等の電気抵抗材料を
厚み約１０μｍ・巾１～３ｍｍの線状もしくは細帯状にスクリーン印刷等により塗工し、
その上に表面保護層６４ｃとして耐熱ガラスを約１０μｍコートしたものである。
【０１６８】
　検温素子６４ｄは一例としてヒータ基板６４ａの上面（発熱体６４ｂを設けた面とは反
対側面）の略中央部にスクリーン印刷等により塗工して具備させたＰｔ膜等の低熱容量の
測温抵抗体である。低熱容量のサーミスタなども使用できる。
【０１６９】
　本例の加熱体６４の場合は、線状又は面状をなす発熱体６４ｂに対し画像形成スタート
信号により所定のタイミングにて通電して発熱体６４ｂを略全長にわたって発熱させる。
通電はＡＣ１００Ｖであり、検温素子６４ｄの検知温度に応じてトライアックを含む不図
示の通電制御回路により通電する位相角を制御することにより供給電力を制御している。
【０１７０】
　加熱体６４はその発熱体６４ｂへの通電により、ヒータ基板６４ａ・発熱体６４ｂ・表
面保護層６４ｃの熱容量が小さいので加熱体表面が所要の定着温度（例えば１４０～２０
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０℃）まで急速に温度上昇する。そしてこの加熱体６４に耐熱性フィルム６５が当接して
いる。
【０１７１】
　熱容量を小さくしてクイックスタート性を向上させるために、フィルム６５には総厚１
００μｍ以下、２０μｍ以上の耐熱性・離型性、強度・耐久性等のある単層或は複合層の
フィルムを使用できる。例えば、ポリイミド・ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）・ポリエー
テルサルホン（ＰＥＳ）・４フッ化エチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重
合体樹脂（ＰＦＡ）・ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）・ポリパラバン酸（ＰＰ
Ａ）、或いは複合層フィルム例えば２０μｍ厚のポリイミドフィルムの少なくとも画像当
接面側にＰＴＦＥ（４フッ化エチレン樹脂）・ＰＡＦ・ＦＥＰ等のフッ素樹脂・シリコン
樹脂等、更にはそれに導電材（カーボンブラック・グラファイト・導電性ウイスカなど）
を添加した離型性コート層を１０μｍ厚に施したものなどである。
【０１７２】
　回転体たる支持ローラー６２は例えばシリコンゴム等の離型性のよいゴム弾性体からな
り、加熱体６４にフィルム６５を介して圧接され、ニップ部を形成すると共に、フィルム
６５を所定速度に移動駆動する。フィルム６５との間に被加熱材としての記録材シートが
導入されたときには、その記録材シートをフィルム６５面に密着させて加熱体６４に圧接
し、フィルム６５と共に移動駆動させる。
【実施例】
【０１７３】
　以下、本発明を製造例および実施例により具体的に説明するが、これは本発明をなんら
限定するものではない。なお、以下の実施例等における「部」は「質量部」である。
【０１７４】
　（離型剤微粒子分散液１の調製）
　脱塩水７８．３部、炭化水素ワックスであるパラフィンワックス１（ＳＰ－０１６５、
日本精蝋株式会社製、融点７４℃）２０部、ドデシルベンゼンスルホン酸ナトリウム１．
７部を混合し、９５℃にて高圧剪断をかけ乳化し、離型剤微粒子分散液１を得た。平均粒
径は３４０ｎｍであった。
【０１７５】
　（離型剤微粒子分散液２の調製）
　炭化水素ワックスであるポリエチレンワックス２（ポリワックス８５０、東洋ペトロラ
イト株式会社製、融点１０４℃）２０部およびアルキロールアミド活性剤（プロフィン２
０１２Ｅ、三洋化成工業株式会社製）４部を１２０℃にて完全溶融させたものに、９０～
９５℃に加温した脱塩水７８．３部を少しずつ加え、内容物が９７℃以下に下がらないよ
う乳化を行い離型剤微粒子分散液２を得た。平均粒径は３８０ｎｍであった。
【０１７６】
　（離型剤微粒子分散液３の調製）
　炭化水素ワックスであるポリプロピレンワックス３（ビスコール５５０Ｐ、三洋化成工
業株式会社製、融点１４９℃）２０部およびアルキロールアミド活性剤（プロフィン２０
１２Ｅ）４部を１５５℃にて完全溶融させたものに、９０～９５℃に加温した脱塩水７８
．３部を少しずつ加え、内容物が９７℃以下に下がらないよう乳化を行い、離型剤微粒子
分散液３を得た。平均粒径は４２０ｎｍであった。
【０１７７】
　（離型剤微粒子分散液４の調製）
　ポリエチレンワックス１をベヘン酸ステアリルを主体とするエステル化合物（融点６６
℃）２０部に変更する以外には、離型剤微粒子分散液１と同様の方法にて離型剤微粒子分
散液４を得た。平均粒径は３５０ｎｍであった。
【０１７８】
　（樹脂微粒子分散液１の調製）
　反応器（高剪断攪拌装置付き、容積１リットルフラスコ）に、イオン交換水１５０部、
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非イオン性界面活性剤（三洋化成（株）製：ノニポール４００）１．５部及びアニオン性
界面活性剤（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）３．５部を添加した。
【０１７９】
　次いで
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７１部
・ｎブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９部
・アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３部
・ジビニルベンゼン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．９５部
・オクタンチオール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３５部
・四臭化炭素　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．７部
以上を混合し、溶解したものを、反応器に添加し、ゆっくりと混合しながら、これに過硫
酸アンモニウム３．２部を溶解したイオン交換水１０部を１０分間かけて滴下した。１０
分後、内容物を撹拌しながら内容物が６５℃になるまでオイルバスで加熱し、１時間後さ
らに７０℃に昇温して４時間窒素雰囲気下にて乳化重合を継続した。所定時間後、室温に
なるまで冷却を行った。こうして、平均粒径が０．０７μｍである樹脂粒子を分散させて
なる樹脂粒子分散液１を調製した。
【０１８０】
　（樹脂微粒子分散液２の調製）
　樹脂粒子の構成材料を
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５部
・ｎブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３部
・アクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
・ジビニルベンゼン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．１５部
・四臭化炭素　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．７部
・２－メチルカプトエタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０部
とすること以外には樹脂微粒子分散液１と同様の製法にて、平均粒径が０．０９μｍであ
る樹脂微粒子を分散させてなる樹脂微粒子分散液２を調製した。
【０１８１】
　（着色剤微粒子分散液１の調製）
・Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５部
・アニオン性界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８部
　以上を混合し、サンドグラインダーミルを用いて分散した。この着色剤粒子分散液１に
おける粒度分布を、粒度測定装置（堀場製作所製、ＬＡ－９２０）を用いて測定したとこ
ろ、含まれる着色剤粒子の平均粒径は、０．２μｍであり、また１μｍを超える粗大粒子
は観察されなかった。
【０１８２】
　（帯電制御微粒子分散液の調製）
・ジ－アルキル－サリチル酸の金属化合物　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
　（帯電制御剤、ボントロンＥ－８４、オリエント化学工業社製）
・アニオン性界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２部
　（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８部
　以上を混合し、サンドグラインダーミルを用いて分散した。この帯電制御微粒子分散液
１における粒度分布を、粒度測定装置（堀場製作所製、ＬＡ－９２０）を用いて測定した
ところ、含まれる帯電制御粒子の平均粒径は、０．２μｍであり、また１μｍを超える粗
大粒子は観察されなかった。
【０１８３】
　（トナー製造例１）
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・樹脂微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６０部
・着色剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
・離型剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０部
・帯電制御粒子分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）　　　　　　　　２部
　上記の各成分を用いて、以下の手順によりトナーを製造した。反応器（容積１リットル
フラスコ、バッフル付きアンカー翼）に樹脂微粒子分散液１とアニオン性界面活性剤を仕
込み、均一に混合してから着色剤微粒子分散液を添加し、均一に混合した。得られた混合
分散液を攪拌しながら硫酸アルミニウム水溶液を固形分として０．６部、滴下した（凝集
工程）。
【０１８４】
　滴下終了後、窒素を用いて系内を置換し、５０℃にて１時間、さらに５５℃にて１時間
保持した。
【０１８５】
　所定時間終了後、帯電制御微粒子分散液、離型剤微粒子分散液１、硫酸アルミニウム水
溶液（固形分として０．６部）を添加してから６０℃にて１時間、９０℃にて３０分保持
した（熱融着工程）。その後、液体サイクロンを用いて湿式分級を行い、大粒径側スラリ
ーを分取した。このスラリー中の粒子の平均粒径をコールターカウンターＴＡ－ＩＩ（コ
ールター株式会社製、１００μｍアパーチャー使用）を用いて測定したところ、個数平均
粒径は８．２μｍ、体積平均粒径は１０．０μｍであった。
【０１８６】
　上述の大粒径側スラリーについて、沈殿が生じないようゆっくり攪拌しながら９０℃に
て５時間保持した（大粒径粒子球形化工程）。所定の処理終了後、沈殿が生じないよう攪
拌しながら室温になるまで冷却を行った後、同様の攪拌、冷却方法にて前もって冷却され
ていた小粒径側スラリーと合わせた。この混合物をろ過し、イオン交換水で十分に洗浄し
た後、４５℃で流動層乾燥を行い、トナー粒子１を得た。
【０１８７】
　このトナー粒子１，０００部に対し、ＢＥＴ比表面積の値が５０（ｍ2／ｇ）の疎水性
シリカ０．７部を攪拌混合してトナー１を得た。トナー１の物性については表１に示す。
【０１８８】
　（トナー製造例２）
・樹脂微粒子分散液２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６０部
・着色剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
・離型剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２部
・帯電制御粒子分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）　　　　　　　　２部
　上記の各成分を用いて、以下の手順によりトナーを製造した。反応器（容積１リットル
フラスコ、バッフル付きアンカー翼）に樹脂微粒子分散液２とアニオン性界面活性剤を仕
込み、均一に混合してから着色剤微粒子分散液を添加し、均一に混合した。得られた混合
分散液を攪拌しながら硫酸アルミニウム水溶液を固形分として０．６部、滴下した（凝集
工程）。
【０１８９】
　滴下終了後、窒素を用いて系内を置換し、５０℃にて１時間、さらに５５℃にて１時間
保持した。
【０１９０】
　所定時間終了後、帯電制御微粒子分散液、離型剤微粒子分散液１、硫酸アルミニウム水
溶液（固形分として０．６部）を添加してから６０℃にて１時間、９０℃にて３０分保持
した（熱融着工程）。所定時間終了後加温および攪拌を停止し、スラリーを１２時間静置
した。
【０１９１】
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　所定時間終了後、デカンテーションによりスラリー上澄みの８０体積％を分取し、残っ
た２０体積％のスラリーに８０体積％に相当するイオン交換水を加え、沈降が生じないよ
う攪拌しながら９０℃にて４時間保持した（大粒径粒子球形化工程）。その後、液温が室
温程度になるまで冷却し、先に分取したスラリー上澄みと合わせた後、ろ過、イオン交換
水にて洗浄、および４５℃で流動層乾燥を行い、トナー粒子２を得た。
【０１９２】
　このトナー粒子１，０００部に対し、ＢＥＴ比表面積の値が５０（ｍ2／ｇ）の疎水性
シリカ０．７部を攪拌混合してトナー２を得た。トナー２の物性については表１に示す。
【０１９３】
　（トナー製造例３）
・樹脂微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６０部
・着色剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
・離型剤微粒子分散液２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
・帯電制御粒子分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）　　　　　　　　２部
　上記の各成分を用いて、以下の手順によりトナーを製造した。反応器（容積１リットル
フラスコ、バッフル付きアンカー翼）に樹脂微粒子分散液１とアニオン性界面活性剤を仕
込み、均一に混合してから着色剤微粒子分散液を添加し、均一に混合した。得られた混合
分散液を攪拌しながら硫酸アルミニウム水溶液を固形分として０．６部、滴下した（凝集
工程）。
【０１９４】
　滴下終了後、窒素を用いて系内を置換し、５０℃にて１時間、さらに５５℃にて１時間
保持した。
【０１９５】
　所定時間終了後、帯電制御微粒子分散液、離型剤微粒子分散液１、硫酸アルミニウム水
溶液（固形分として０．６部）を添加してから６０℃にて１時間、９０℃にて１０時間保
持した（熱融着工程および球形化工程）。所定時間終了後加温および攪拌を停止し、スラ
リーを１２時間静置した。
【０１９６】
　所定時間終了後、デカンテーションによりスラリー上澄みの８０体積％を分取し、ろ過
、洗浄を行った後、６５℃オーブンにて５時間静置し乾燥を行った。乾燥後の粉体は凝集
しており、衝突式ジェットミル（日本ニューマチック工業社製）にて微粉砕した後、１０
．０μｍを分級点として風力分級して粗粒を除去し、トナー粒子３ａを得た。
【０１９７】
　一方、残った２０体積％のスラリーについてはろ過、イオン交換水にて洗浄、および４
５℃で流動層乾燥を行い、トナー粒子３ｂを得た。
【０１９８】
　上記３ａと３ｂを混合し、トナー粒子３とした。このトナー粒子１，０００部に対し、
ＢＥＴ比表面積の値が５０（ｍ2／ｇ）の疎水性シリカ０．７部を攪拌混合してトナー３
を得た。トナー３の物性については表１に示す。
【０１９９】
　（トナー製造例４）
　離型剤微粒子分散液１を７０部用いることに替えて、離型剤微粒子分散液３を１５０部
用いること、および熱融着工程時の温度を９０℃に替えて６７℃にすること以外には、ト
ナー製造例２と同様の方法にてトナー粒子４およびトナー４を得た。トナー４の物性につ
いては表１に示す。
【０２００】
　（トナー製造例５）
トナー製造例２の熱融着工程で得られたスラリーを室温まで冷却し、ろ過、洗浄、乾燥を
行いトナー粒子２’を得た。
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【０２０１】
　得られたトナー粒子２’を１０μｍを分級点として風力分級し、大粒径トナー粒子とそ
れ以外の粒子に分別した。
【０２０２】
　大粒径トナー粒子についてスプレードライヤーを用いて球形化処理を行った（大粒径粒
子球形化工程）後、風力分級した小粒径側の粒子と合わせ、トナー粒子５を得た。このト
ナー粒子１，０００部に対し、ＢＥＴ比表面積の値が５０（ｍ2／ｇ）の疎水性シリカ０
．７部を攪拌混合してトナー５を得た。トナー５の物性については表１に示す。
【０２０３】
　（トナー製造例６）
・樹脂微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６０部
・着色剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０部
・離型剤微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５６部
・帯電制御粒子分散液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７部
・アニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株）製：ネオゲンＳＣ）　　　　　　　　２部
　上記の各成分を用いて、以下の手順によりトナーを製造した。反応器（容積１リットル
フラスコ、バッフル付きアンカー翼）に樹脂微粒子分散液１とアニオン性界面活性剤を仕
込み、均一に混合してから着色剤微粒子分散液を添加し、均一に混合した。得られた混合
分散液を攪拌しながら硫酸アルミニウム水溶液を固形分として０．６部、滴下した（凝集
工程）。
【０２０４】
　滴下終了後、窒素を用いて系内を置換し、５０℃にて１時間、さらに５５℃にて１時間
保持した。
【０２０５】
　所定時間終了後、帯電制御微粒子分散液、離型剤微粒子分散液１、硫酸アルミニウム水
溶液（固形分として０．６部）を添加してから６０℃にて３時間保持した（熱融着工程）
。その後大粒径粒子球形化処理を行うことなく、冷却、ろ過、洗浄、乾燥を行い、トナー
粒子６を得た。
【０２０６】
　このトナー粒子１，０００部に対し、ＢＥＴ比表面積の値が５０（ｍ2／ｇ）の疎水性
シリカ０．７部を攪拌混合してトナー６を得た。トナー６の物性については表１に示す。
【０２０７】
　（トナー製造例７）
　離型剤微粒子分散液１を５６部用いることに変えて、離型剤微粒子分散液４を１７５部
用いること以外には、トナー製造例６と同様の方法にてトナー粒子７およびトナー７を得
た。トナー７の物性については表１に示す。
【０２０８】
　（トナー製造例８）
　離型剤微粒子分散液１を添加しないこと、および熱融着工程における９０℃での保持時
間を３０分から２時間にすることを除いては、トナー製造例１と同様にしてトナー粒子８
およびトナー８を得た。トナー８の物性については表１に示す。
【０２０９】
　〔実施例１～５および比較例１～３〕
　得られたトナー１乃至トナー８を用い、以下の方法に従って画像評価を行った。
【０２１０】
　画像形成装置としては市販のレーザプリンタＬＢＰ－２５１０（キヤノン製）を用い、
２３℃，４０％ＲＨ環境下でレターサイズのＸｅｒｏｘ４０２４用紙（ゼロックス社製、
７５ｇ／ｍ2）を用いて行った。
【０２１１】
　評価に用いるカートリッジはシアンカートリッジを用いた。すなわち、市販のシアンカ
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るトナーを１８０ｇ充填して評価を行った。なお、マゼンタ、イエロー、ブラックの各ス
テーションにはそれぞれ製品トナーを抜き取り、トナー残量検知機構を無効としたマゼン
タ、イエロー、およびブラックカートリッジを挿入して以下に示す１０２０枚を連続印字
した。
・１～９枚目　　　　　：ベタ黒画像（印字可能な領域全てにトナー像を形成した画像）
・１０枚目　　　　　　：ハーフトーン画像（印字比率５０％）
・１１～１９枚目　　　：ベタ白画像(印字可能な領域全てにトナー像を形成しない画像)
・２０枚目　　　　　　：ハーフトーン画像（印字比率５０％）
・２１～１０００枚目　　：印字比率が２％である文字画像
・１００１～１００９枚目：ベタ黒画像
・１０１０枚目　　　　　：ハーフトーン画像（印字比率５０％）
・１０１１～１０１９枚目：ベタ白画像
・１０２０枚目　　　　　：ハーフトーン画像（印字比率５０％）
【０２１２】
　上記画像のうち、１０枚目、２０枚目、１０１０枚目および１０２０枚目のハーフトー
ン画像をもって評価画像とした。
【０２１３】
　画像濃度評価
　反射画像濃度の測定については、マクベス反射濃度計ＲＤ９１８（マクベス社製）を用
い、透過画像濃度の測定については、マクベス透過濃度計ＴＤ９０４（マクベス社製）を
用いた。　評価画像の任意の５点について反射および透過画像濃度を測定し、その相加平
均値を算出するとともに、１０枚目および２０枚目の評価画像組、１０１０枚目および１
０２０枚目の評価画像組において、最大濃度と最小濃度を測定しその差分を求めた。
【０２１４】
　実施例１～５および比較例１～３の評価結果について、表２に示す。
【０２１５】
　なお、トナー７を用いての評価ではハーフトーン画像部にスジ状の濃淡が発生し、均一
な画像とならなかった。また、トナー８を用いての評価では定着部材の汚染が発生し、そ
れが評価画像を汚染したため均一な画像とならなかった。
【０２１６】
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【表１】

【０２１７】
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【表２】

【０２１８】
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　〔実施例６〕
　市販のレーザープリンタであるＬＢＰ－２５１０（キヤノン製）の定着装置に替えて図
６に示すフィルム定着装置としたものを評価機とした。用いたフィルム定着器の詳細につ
いては以下のとおりである。
【０２１９】
　フィルムは膜厚３０μｍのポリイミドを基層として、その外周部に離型層として４フッ
化エチレン樹脂を１０μｍ設けたものを用いた。
【０２２０】
　加熱体の温度は１７０℃となるようにした。すなわち検温素子５４のしきい値を１７０
℃に設定し、検温素子５４が１７０℃未満の温度を感知した場合には加熱体への通電を継
続し、１７０℃を超える温度を感知した場合には加熱体への通電を停止することとした。
【０２２１】
　定着速度等のその他の条件は、改造前のＬＢＰ－２５１０と同様とした。
【０２２２】
　上記評価機およびトナー１を用いて評価例１と同様の評価試験を行ったところ、評価例
１と同様の良好な結果が得られた。
【図面の簡単な説明】
【０２２３】
【図１】本発明に係るプロセスカートリッジを使用する画像形成装置の構成を示す断面説
明図である。
【図２】本発明の画像形成方法を実施する装置の他の例の概略構成図である。
【図３】本発明の画像形成方法を実施する装置の他の例の概略構成図である。
【図４】本発明に係るプロセスカートリッジの断面説明図である。
【図５】本発明に係る定着装置の概略構成図である。
【図６】本発明に係る他の定着装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【０２２４】
１　　静電潜像担持体（感光ドラム）
２　　帯電装置
３　　スキャナユニット
４　　現像装置
５　　静電転写装置
６　　クリーニング装置
７　　プロセスカートリッジ（現像装置）
９　　ポリゴンミラー
１０　　結像レンズ
１１　　静電転写ベルト
１２　　転写ローラー
１３　　駆動ローラー
１４　　従動ローラー
１５　　テンションローラー
１６　　給紙部
１７　　給紙カセット
１８　　給紙ローラー
１９　　レジストローラー
２０　　定着部
２１　　定着ローラー
２２　　吸着ローラー
２３　　排紙ローラー
２４　　排紙部
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２５　　現像ローラー（トナー担持体）
２６　　トナー塗布ローラー（トナー供給剥ぎ取りローラー）
２７　　弾性ブレード
２８　　トナー収納容器
２９　　トナー攪拌部材
３０　　トナー
３１　　現像容器
５１、６４　加熱体
５２　ヒーター基板
５３　通電発熱抵抗体（発熱体）
５４　検温素子
５５、６５　耐熱性フィルム
５６、５７　ベルト支持ローラー
５８　支持ローラー
６２　支持ローラー（回転体）
６３　ベルト支持体
１２１　光源装置
１２２　レーザー光
１２４　現像ユニット
１２５　中間転写ドラム
１２５ａ　導電性支持体
１２５ｂ　弾性層
１２６　バイアス電源
１２７　転写材トレイ
１２８　二次転写装置
１３０　中間転写ベルト
１３１　ベルト支持ローラ
１３２　一次転写ローラ
１３３ａ　二次転写対向ローラ
１３３ｂ　二次転写ローラ
１３４～１３６　バイアス電源
１３９　クリーニング用帯電部材
Ｓ　　　転写材
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